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国立大学法人大阪大学の中期目標・中期計画一覧表 

 

中 期 目 標 中 期 計 画 

（前文）大学の基本的な目標  

大阪大学は、その精神的源流である適塾と懐徳堂の学風を継承しつつ、合理的

な学知と豊かな教養を究めることを通じて、世界に冠たる知の創造と継承の場と

なることを目指す。 

 そのために、研究における「基本」と「ときめき」と「責任」を強く意識しな

がら、基礎研究に深く根を下ろし、かつ学知の新しい地平を切りひらく先端的な

研究をさらに推進することによって、世界最高レベルの研究拠点大学として、そ

の国際的なプレゼンスを示す。また、これら第一線の研究成果に基づき、研ぎ澄

まされた専門性の教育を深化させるとともに、学生の「教養」と「デザイン力」

と「国際性」を涵養することによって、広い視野と豊かな教養をもち、確かな社

会的判断に基づいて行動することのできる研究者・社会人を育成する。 

 このような研究と教育の成果を広く企業や社会に問い、その活用に供すること

により、地域の学術・文化機関、国際的な学術機関としての大学の役割を積極的

に担う。そして、大学という、教育・研究を通じて優れた人材を育成する機関へ

の社会の信託に厚く応えることにより、「地域に生き世界に伸びる」という大阪

大学の理念を実現する。 

 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織  

１ 中期目標の期間  

平成２２年４月１日から平成２８年３月３１日までの６年間とする。  

２ 教育研究組織  

この中期目標を達成するため、別表１に記載する学部及び研究科を、別表２に

記載する共同利用・共同研究拠点及び教育関係共同利用拠点を置く。 
 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

１ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

（教養・デザイン力・国際性を身に付けた学生の育成） 

１．大阪大学独自の個性あふれる教育を展開し、学部から大学院を通じて、３つ

の教育目標である教養・デザイン力・国際性を身に付けた学生を育てる。 

 

 

 

 

（教養を涵養する教育の整備充実） 

１－１．学部から大学院を通じて、教養を涵養する教育を整備充実させる。 

（デザイン力を涵養するための教育の充実） 

１－２．デザイン力（自由なイマジネーションと横断的なネットワーク構成力）を涵養するためにカ

リキュラムの工夫を行い、対話型少人数教育、体験型学習、インターンシップ、フィールドワークな

どを活用した教育を充実させる。 

（国際性を涵養するための教育の実践） 

別紙様式２ 
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１－３．異なる文化を理解するための実践的な国際教育を実施する。 

（高度な専門性と学際性を備えた研究者及び職業人の養成） 

２．高度な専門性と学際的視点を備え、２１世紀知識基盤型社会のリーダーとな

る研究者及び職業人を育てる。 

（専門教育・大学院教育の充実） 

２－１．専門性を備えた人材の育成を図るため、専門教育・大学院教育を充実させる。 

（学際融合教育の充実） 

２－２．学際的視点を備えた人材の育成を図るため、高度副プログラムなどを活用し、部局独自のあ

るいは部局や大学の枠を越えた学際融合教育を行う。 

（アドミッションポリシーに適合した入試戦略の展開) 

３．学部・大学院では、アドミッションポリシーに沿った意欲的な学生の獲得を

目指す。 

（学生募集力の向上） 

３－１．アドミッションポリシーの周知を図るなど、学生募集のあり方を改善し、強化する。  

（入試選抜方法の改善） 

３－２．学問の進展や社会状況の変化に対応し、入試選抜方法を改善する。 

（２）教育の実施体制等に関する目標 （２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

（教養教育・専門教育・大学院教育の実施体制の整備充実） 

４．学問の進展や社会の状況に対応するため、柔軟に教育体制・教育環境を整備

充実させる。 

（柔軟な教育体制の整備充実） 

４－１．学部・大学院における専門教育、学際融合教育の充実、及び学部から大学院にいたる教養教

育の実現のための教育体制を整備充実させる。 

（情報通信技術を活用した教育環境の整備） 

４－２．情報通信技術を活かした教育環境を整備する。 

（教育の質の評価と改善） 

５．高等教育修了者にふさわしい学生の質を保証するために、多角的な観点から

学習成果及び教育方法を検証し、改善する。 

（学習成果の評価及び学生の自主的学習方策の導入） 

５－１．学習成果を適切に評価し、学生の自主的学習を実現するための方策を導入・活用する。 

（教育評価と改善の実施） 

５－２．教育方法について多様な観点から、自己評価・外部評価を実施し、評価結果に基づき改善す

る。 

（ファカルティ・ディベロップメントの推進） 

５－３．全学教員対象と部局独自のファカルティ・ディベロップメント（FD）を進める。 

（３）学生への支援に関する目標 （３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

（学生生活支援の充実） 

６．学生の多様な要望に応じた学習環境の整備と経済的支援を行う。 

 

 

 

 

（必要な情報・助言の提供及び履修上の配慮） 

６－１．学生に対して、学習と生活に必要な情報を提供し、助言を与えるとともに、学生の必要に応

じた履修上の配慮を行う。 

（学習に困難を抱える学生への支援） 

６－２．学習することに困難や障害を持つ学生の支援体制を充実させる。 

（学生の主体的活動の支援） 

６－３．学生の多様な主体的活動を支援・推進する。 

（学生の経済的支援と表彰制度の充実） 

６－４．奨学金、学費免除などによって、学生の経済的支援を行うとともに、学習意欲を向上させる

ため、表彰制度を活用する。 

（学生のキャリア形成の意識向上） 

７．キャリア形成教育や進路選択支援を通じて学生のキャリア形成の意識を向上

させる。 

（キャリア形成教育の整備） 

７－１．学部から大学院までを視野に入れたキャリア形成教育を実施するとともに、大学院生に対し

て、高度専門職業人としての資質の向上のための教育を行う。 
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（進路選択に関する情報提供の推進) 

７－２．進路選択に関する多様な情報提供を通じて、キャリア形成支援を充実させる。 

２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

（世界トップレベルの研究の推進） 

８．世界トップレベルの研究を推進するという理念のもと、研究科・附置研究所・

センター等の組織の特徴を活かし、多様な研究形態の下で、知の創造を行うとと

もに、学際的・融合領域研究を促進し、基礎から応用までの幅広いイノベーショ

ン創出拠点の構築を目指す。 

（基盤的研究の充実） 

８－１．長期的な視野にたち、学問の発展に寄与する高度な基礎及び応用に関する基盤的研究を継続

的に推進するとともに、学際的・融合的な学問分野の創出や、特色のある研究の推進などに取り組む。 

（重点プロジェクト研究の推進） 

８－２．本学の重点的研究領域である生命科学・生命工学、先進医療、ナノサイエンス・ナノテクノ

ロジー、環境・資源・エネルギー科学、光科学、物質と宇宙の起源、脳科学・ロボティックス、情報・

コミュニケーション科学、サステイナビリティ学、社会の多様性と共生、人間行動の社会科学、世界

トップレベル研究拠点を中心として推進している免疫学・感染症学など、２１世紀型の複合的諸課題

や地球規模の諸問題の解決に必要な学問領域の開拓と発展に取り組むため、大型の重点プロジェクト

研究を組織し、先端的な研究を推進する。 

（国際共同研究の強化） 

８－３．国際的な研究成果を生み出すために、海外との研究ネットワークを強化し、共同研究を推進

する。 

（国際競争力を備えた共同研究の実施） 

８－４．認知脳システム学及び光量子科学など本学が強みを有する分野において、世界トップレベル

の大学からの優秀な外国人研究者の招へいや、国際ジョイントラボによる国際的研究者が集う拠点形

成を通じ、国際競争力を備えた共同研究を実施する。 

（２）研究実施体制等に関する目標 （２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

（優れた研究を生むための効果的な研究実施体制の活用） 

９．世界トップレベルの研究を推進するため、研究実施体制を整備する。 

（優秀な研究人材確保・育成のための方策） 

９－１．優秀な研究人材を確保し育成するために、種々の人事制度を活用する。 

（柔軟な研究推進体制の構築） 

９－２．社会情勢、研究の進捗状況や評価に基づいて、柔軟に研究推進体制を構築する。 

（研究支援制度の活用） 

９－３．研究を支援するために、部局や部局を横断した研究支援制度・研究支援組織等を活用する。 

（附置研究所・センター等の活用促進） 

10.中・長期的な視点から、附置研究所・センター等における共同研究を通じて、

研究を活性化させるとともに、共同利用を促進する。 

（共同利用・共同研究の積極的な促進） 

10－１．共同利用・共同研究拠点については、我が国だけでなく、世界の研究者コミュニティにも開

放し、共同利用・共同研究を実施する。学内共同教育研究施設においても、当該分野の研究の発展を

促す拠点として全国の研究者による利用を促進する。また、以上の活動を通じて人材育成を行う。 

３ その他の目標 ３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会連携・社会貢献に関する目標 （１）社会連携・社会貢献に関する目標を達成するための措置 

（産学官連携と研究成果の社会還元） 

11．産学官との共同研究・受託研究等の推進、社会人を対象とした人材育成の推

進により、研究成果を社会に還元する。 

（研究成果等の社会還元） 

11－１．産学官連携を通じて、社会のニーズと大学のシーズを交流させ、共同研究及び受託研究を推

進する。また、学内及び学外の様々な組織と連携して大学の知的財産権を活用する。 
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（社会人を対象とした人材育成） 

11－２．社会人を対象とした人材育成を実施するため、リカレント教育を推進する。 

（社学連携事業の推進） 

12．社会との連携を強化し、社会との協働による社会貢献活動を推進する。 

（社会との協働による社会貢献） 

12－１．自治体、NPO、企業その他の組織及び市民や卒業生との連携を強化し、共に協力しつつ、学

術・文化・教育その他の社会貢献活動を推進する。 

（２）国際交流に関する目標 （２）国際交流に関する目標を達成するための措置 

（スーパーグローバル大学創成支援の推進） 

13．徹底した「大学改革」と「国際化」を全学的に断行することで国際通用性を

高め、ひいては国際競争力を強化するとともに、世界的に魅力的なトップレベル

の教育研究を行い、世界大学ランキングトップ 100 を目指すための取組を進め

る。 

（スーパーグローバル大学創成支援の推進） 

13－１．スーパーグローバル大学創成支援「ＧＬＯＢＡＬ ＵＮＩＶＥＲＳＩＴＹ「世界適塾」」事

業の目標達成に向け、新規採用者等への年俸制導入により平成２７年度中に１００名程度の年俸制教

員を新たに採用する。また、クロス・アポイントメント制度により、平成２７年度末までに５０名程

度の優れた外国人研究者等を採用することにより、人事・給与システムを一層柔軟化させる。国際共

同研究を行う学内の「国際ジョイントラボ」を平成２７年度末までに３０程度形成する。 

（海外との交流による国際化） 

14．諸外国の大学、研究機関等との研究・教育上の交流促進を通じて学生・教職

員等の国際化を深める。 

（国際交流の促進と支援体制の充実） 

14－１．大学の国際化を推進するため、学生・教職員等の双方向の交流を活性化させるとともに、

支援体制を充実させる。 

（国際ネットワークの促進） 

14－２．学生・教職員等の国際化を深めるため、海外の大学・研究機関との連携・交流ネットワーク

を充実させる。 

（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する目標 （３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する目標を達成するための措置 

（研究成果の事業化の促進） 

15．平成２４年度補正予算（第 1号）による運営費交付金及び政府出資金を用い

て、出資の際に示された条件を踏まえつつ、企業との共同研究を着実に実施する

ことにより、研究成果の事業化を促進する。その際、事業の透明性を確保すると

ともに適切な進捗管理を図り、社会に対する説明責任を果たすため、外部有識者

を含む委員会の設置や専門性を有する外部人材の配置などの体制整備等を図る。 

また、必要な体制を構築した上で、産業競争力強化法に基づく認定特定研究成

果活用支援事業者に対して出資並びに人的及び技術的援助等の業務を行うこと

により、リサーチユニバーシティとして社会発展に寄与することを意図した大学

における技術に関する研究成果の事業化及び教育研究活動の活性化を図る。 

（研究成果の事業化の促進） 

15－１．平成２４年度補正予算（第１号）による運営費交付金及び政府出資金を用いて、事業化に向

けた産学共同の研究開発を推進する。研究開発の実施にあたっては、予め、事業の目的などを定めた

事業計画を策定するとともに、学外有識者を含む委員会の設置や専門性を有する外部人材の配置等に

より、外部からの専門的な視点を盛り込むなどの体制整備を図る。 

社会発展に寄与することを意図した大学における技術に関する研究成果の事業化を図るとともに、

事業化に知見を有する人材の育成や大学における教育研究活動の活性化を図るため、産業競争力強化

法等の規定に基づき、特定研究成果活用支援事業を実施する株式会社を設立する。また、これまでの

産学官連携を生かした全学的な体制を構築し、認定特定研究成果活用支援事業者等と適切に連携しつ

つ、当該事業者に対する必要な資金の出資並びに人的及び技術的支援の業務を着実に実施する。 

（４）附属病院に関する目標 （４）附属病院に関する目標を達成するための措置 

（良質かつ高度な医療の提供） 

16．先進医療開発病院、高度機能病院及び地域中核病院としての機能を増進させ

る。 

 

 

（先進医療開発病院としての機能増進） 

16－１．医学部及び歯学部附属病院の特質と機能を活かして、先進医療の開発・導入、臨床研究の促

進及びトランスレーショナルリサーチの実践を推進する。 

（高度機能病院としての機能増進） 

16－２．良質な医療を提供するため、高度な機能の増進と安全性の向上に取り組む。 

（地域中核病院としての機能増進） 

16－３．地域中核病院として、地域病院・医療施設と連携支援体制を充実させる。 



 5

（病院運営の適正化と診療の活性化） 

17．効果的な運営体制の構築と効率的な人員配置の実施により、診療の活性化を

促進する。 

（効果的な運営体制の構築） 

17－１．病院長のリーダーシップを推進できるよう効果的な運営体制を構築し、適切な評価とフィー

ドバック、並びに戦略的な資源配分を行う。 

（効率的な人員配置の実施） 

17－２．病院長のリーダーシップのもと、診療組織を見直し、人員の効率的配置を行う。 

（良質な医療従事者の養成） 

18．高度専門職業人としての良質な医療従事者を育成し、教育・研修機関として

の使命を果たす。 

（医療従事者の育成） 

18－１．高度専門職業人としての良質な医療従事者を育成するためのシステムの構築・検証・改善を

行う。 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

１ 組織運営の改善に関する目標 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（効率的な業務運営体制の整備と柔軟な組織再編） 

19．大学が直面する諸課題に対し、総長・部局長のリーダーシップのもと機動的・

弾力的な組織運営を行い迅速に対応するとともに、関連部局等と意思疎通を図り

つつ、教育研究組織の編成・見直しを柔軟かつ機動的に進める。 

（未来戦略機構による大学改革の推進） 

19－１．「大阪大学未来戦略機構」を設置し、機構長である総長のリーダーシップのもと、基礎研究

の推進、大学のグローバル化やグローバル人材の育成（平成 27 年度までにアジア地域を重視した国

際教育研究拠点を整備する等）など大学に求められる課題に柔軟かつ機動的に取り組み、積極的な大

学改革を進める。優秀な人材を確保するため、人事・給与システムの弾力化に取り組む。特に、適切

な業績評価体制を整備し、退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員について年俸制導入等に

関する計画に基づき促進するとともに、クロス・アポイントメント制度等の活用により、優れた外国

人教員の雇用を組織的、戦略的に推進し外国人教員数の増を図る。 

19－２．40 歳未満の優秀な若手教員の活躍の場を全学的に拡大し、教育研究を活性化するため、若

手教員の雇用に関する計画に基づき、退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員としての雇用

及び当該教員を雇用する部局における平均年齢の引き下げが中長期的に実現されるよう促進する。 

（運営体制の強化） 

19－３．専門家・有識者の活用と学外の諸機関との連携を進め、大学本部と部局との意見交換を十分

図りつつ、機動的かつ弾力的な業務運営に取り組む。 

（室等の活用） 

19－４．理事が所掌する各室を中心に全学的な視野から企画立案を行い、また委員会等がそれらの業

務を補完し、業務運営を機能的に進める。 

（教育研究組織の編成・見直し、学内資源配分等） 

19－５．総長のリーダーシップの下で、教育研究組織の編成・見直しや予算・ポスト等の学内資源の

再配分等を戦略的・重点的に行う。また、歯学部の入学定員の適正化に積極的に取り組む。 

（教育研究組織の再編等を見据えた調査の実施） 

19－６．教育研究組織の再編成等を見据えた教育改革を実施し、教育のグローバル化を一層推進する

ため、国際的に通用し、多面的・総合的に入学者選抜を行う仕組みの構築に向け、必要な調査を実施

する。 

（部局運営体制の強化） 

19－７．部局長のリーダーシップのもと、機動的かつ弾力的に教育研究活動及び業務運営に取り組む。 

（監事監査の活用） 
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19－８．監事による各種監査を積極的に活用して、業務と財政に関し一層の改善を進める。 

（教職員人事の活性化） 

20．大学の多様な諸活動を支えるため、教職員人事の活性化と人事制度の柔軟な

運用を推進する。 

（人事・評価制度の活用） 

20－１．柔軟な人事制度及び公平性を確保した評価制度を活用し、公正かつ適切な処遇を行う。 

（多様な人材の確保） 

20－２．男女共同参画や障害者雇用など社会が求める雇用の環境改善に努め、多様な人材を確保する。  

（教職員の育成） 

20－３．国内外の諸機関との人事交流を積極的に行い、各種研修制度等による教職員の能力向上を図

り、大学を支える優れた人材の育成を行う。 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

（事務の効率化の推進） 

21．業務量の増大に対応するため、事務組織や事務のあり方を見直し、事務を効

率化する。 

（事務組織の見直し） 

21－１．事務組織の機能や編成を見直すことにより事務の効率化を進める。 

（事務の簡素化と情報化） 

21－２．事務処理方法の見直しを図ることにより事務手続きの簡素化を進めるとともに、ＩＴシステ

ム導入による事務の効率化を進める。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 １ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

（外部資金・基金の獲得） 

22．外部資金の獲得を促進しつつ、独自の基金制度を確立し、自己収入の増加を

目指す。 

 

 

（競争的資金と自己収入の安定的確保） 

22－１．競争的資金、奨学寄附金などの外部資金の積極的な獲得を目指すとともに、学生納付金、附

属病院収入などの自己収入を安定的に確保する。 

（基金制度の確立） 

22－２．長期的な基金制度の確立により効果的な基金の獲得を目指す。 

２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）人件費の削減 （１）人件費の削減 

（人件費の削減） 

23．「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成

１８年法律第４７号）に基づき、平成１８年度以降の５年間において国家公務員

に準じた人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針

２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏ま

え、人件費改革を平成２３年度まで継続する。 

（人件費の削減） 

23－１．「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４

７号）に基づき、国家公務員に準じた人件費改革に取り組み、平成１８年度からの５年間において、

△５％以上の人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成

１８年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成２３年度まで継

続する。 

（２）人件費以外の経費の削減 （２）人件費以外の経費の削減 

（経費の削減） 

24．健全な財務内容を維持するために、人件費以外の経費の抑制とコストの削減

を行う。 

（管理的経費の削減等） 

24－１．業務の合理化及び情報化の推進、効率的な施設運営により管理的経費の削減を行うとともに、

調達手続きに係る透明性の向上等を図る。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

（資産運用の改善） 

25．資産と資金の有効な運用を行う。 

 

（資産の効率的・効果的な活用） 

25－１．保有資産の現状を正確に把握・分析し、効率的・効果的な活用を行う。 

（資金の計画的運用） 
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25－２．適切なリスク管理の下での、資金の計画的な運用を行う。 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置 

１ 自己点検・評価に関する目標 １ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

（評価の実施とフィードバック） 

26．教育、研究、社会貢献及び管理運営に関する大学の諸活動を点検・評価して、

その結果を、組織運営の改善に資する。 

 

（組織評価の実施方策） 

26－１．各部局等は、大学の中期計画に沿って、部局中期計画及び部局年度計画を策定、その達成状

況を自己点検・評価する。大学は、その報告を基に進捗状況を評価する。また、教員基礎データを各

種評価に活用する。 

（評価結果を大学運営の改善に活用するための方策） 

26－２．評価結果を部局へフィードバックするとともに、大学運営の改善に活用する。部局の評価結

果等の情報についてはホームページ等を通じて公表する。 

２ 広報に関する目標 ２ 広報に関する目標を達成するための措置 

（社会と向き合う広報） 

27．社会と向き合う戦略的な広報活動を推進する。 

（対象を意識したわかりやすい広報） 

27－１．広報対象を意識しつつ、各種媒体を通じて大学の諸活動に関するわかりやすい情報提供を行

うとともに、大学の認知度をさらに高めるために、積極的な広報を展開する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

１ キャンパス整備に関する目標 １ キャンパス整備に関する目標を達成するための措置 

（世界的水準の教育研究にふさわしいキャンパスの実現） 

28．環境に配慮しつつ、世界的水準の教育研究にふさわしい施設とキャンパスの

実現を目指す。 

（施設整備） 

28－１．種々の整備手法などを活用して、教育研究環境、福利厚生施設及び宿舎の充実・改善を促進

するとともに、進行中のＰＦＩ事業を確実に推進する。 

（キャンパス環境形成） 

28－２．キャンパスマスタープランのもと、地域と連携し、構成員や住民にとって魅力あるキャンパ

ス環境を形成する。 

（スペースの有効活用） 

28－３．施設の有効利用に関する点検・評価を実施し、効率的なスペース運用・再配分を行うととも

に、共用面積の確保を行う。 

（プリメンテナンスと省エネルギー） 

28－４．プリメンテナンスを実施するとともに、省エネルギーに資する効率化、合理化を行う。 

２ リスク管理に関する目標 ２ リスク管理に関する目標を達成するための措置 

（リスク管理体制の充実） 

29．全学的なリスク管理体制の整備を行い、危機管理認識の高い教育研究環境を

構築する。また、リスク管理について学生・教職員の意識の向上を図りつつ環境

保全に努めるとともに、教育研究等における適切な安全衛生管理を実施する。 

（リスク管理体制の一元化） 

29－１．危機管理認識の高い教育研究環境を構築するため、大学のリスクについて点検整備を実施す

るとともに、リスク情報の一元管理体制を整備する。 

（法令等に基づく安全衛生管理・環境保全） 

29－２．実験・研究は、法令等に基づき厳正な安全衛生管理の下に行うとともに、環境保全に努める。 

（リスク管理教育の実施） 

29－３．学生・教職員の意識の向上を図るため、効果的なリスク管理教育を実施する。 

（メンタルヘルスケアとハラスメントの対応） 

29－４．学生・教職員のこころの健康づくりを推進するため、メンタルヘルスケアを積極的に行う。
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また、キャンパスハラスメントの防止対策と相談窓口を充実させる。 

３ 法令遵守に関する目標 ３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

（法令遵守と社会的責任に基づく大学運営） 

30．適法かつ適正な業務遂行を図るため、関連規程等を整備するとともに、大学

人としてのモラルや社会的責任について、意識の向上を図り、適正な大学運営を

行う。 

（規程整備と検証体制） 

30－１．研究活動と業務の適法かつ適正な執行を図り、情報の適正な管理体制を構築するために、ま

た不正等に対し適切な対応を図るため、関連規程等の整備を進めるとともに、検証体制の機動的な運

営を行う。 

（意識向上と責任の自覚） 

30－２．法令遵守と大学人としてのモラルや社会的責任の自覚を育むとともに、適法かつ適正な業務

遂行について教職員の意識を向上させるため、法令遵守に関する普及・啓発活動を実施する。 

４ 情報基盤の整備・活用に関する目標 ４ 情報基盤の整備・活用に関する目標を達成するための措置 

（情報通信・学術情報メディアの整備） 

31．情報セキュリティの高い情報通信基盤や学術情報メディアを整備し、教育・

研究及び事務に活用する。 

（全学的・体系的整備） 

31－１．大学運営を効率化するために、情報セキュリティの確保及び大学構成員の情報共有化の観点

を踏まえ、情報通信基盤の整備を推進する。   

（附属図書館などの機能の充実） 

31－２．附属図書館や総合学術博物館などを中心に、学術情報基盤を整備し、大学の知を教育・研究

に活用するとともに、社会への情報発信機能を充実させる。 

 Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

  

 １．予算 

平成２２年度～平成２７年度 予算 

                        （単位：百万円） 

区       分 金      額  

収入 

 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 国立大学財務・経営センター施設費交付金 

 自己収入 

  授業料及び入学料検定料収入 

  附属病院収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 

         計 

 

 

２８９，２６１ 

５，１１７ 

０ 

７３２ 

２６１，９２５ 

８２，３６２ 

１７５，７１９ 

０ 

３，８４４ 

１４０，０５８ 

１，４１９ 

 

６９８，５１２ 
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支出 

 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

 

           計 

 

 

 

５１７，９５１ 

３６２，８１１ 

１５５，１４０ 

７，２６８ 

０ 

１４０，０５８ 

３３，２３５ 

 

６９８，５１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［人件費の見積り］ 

  中期目標期間中総額 ３１２，９２５百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

注）人件費の見積りについては、平成２３年度以降は平成２２年度の人件費見積り額を踏まえ試算

している。 

注）退職手当については、国立大学法人大阪大学退職手当規程に基づいて支給することとするが、

運営費交付金として交付される額については、各事業年度の予算編成過程において国家公務員退

職手当法に準じて算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応した数式によ

り算定して決定する。 

Ⅰ〔一般運営費交付金対象事業費〕 

①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけ

るＥ（ｙ）。 

・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額

及び教育研究経費相当額。 

②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年度におけ

るＦ（ｙ）。 

・ 学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の人件費相当

額及び教育研究経費。 

・ 附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究診療経費。 

・ 附置研究所及び附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。 
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・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。 

・ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。 

〔一般運営費交付金対象収入〕 

③「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額及び収容定

員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成 22 年度入学料免除率で算出される免除相当額及び平

成 22 年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外。） 

④「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収容定員超過分等）

及び雑収入。平成 22 年度予算額を基準とし、第２期中期目標期間中は同額。 

Ⅱ〔特別運営費交付金対象事業費〕 

⑤「特別経費」：特別経費として、当該事業年度において措置する経費。 

Ⅲ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 

⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。 

Ⅳ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕 

⑦「一般診療経費」：当該事業年度において附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相当額及び

診療行為を行う上で必要となる経費の総額。Ｊ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＪ（ｙ）。 

⑧「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。 

〔附属病院運営費交付金対象収入〕                     

⑨「附属病院収入」：当該事業年度において附属病院における診療行為によって得られる収入。Ｌ（ｙ

－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。 

 

 運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ）＋ Ｄ（ｙ） 

 

１．毎事業年度の一般運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ａ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ） 

 （１）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）× β（係数） 

 （２）Ｆ（ｙ）＝｛Ｆ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ） 

         ± Ｕ（ｙ） 

 （３）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

------------------------------------------------------------------------------- 

  Ｅ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。 

  Ｆ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。 

  Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（③）、その他収入（④）を対象。 

  Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。 

新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程に           

おいて当該事業年度における具体的な額を決定する。 

  Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。 

           学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。 



 11

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定する。 

  Ｕ（ｙ）：施設面積調整額。 

施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定する。 

 

２．毎事業年度の特別運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 

------------------------------------------------------------------------------- 

  Ｈ（ｙ）：特別経費（⑤）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するために必要と

なる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における

具体的な額を決定する。 

 

３．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｃ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ） 

------------------------------------------------------------------------------ 

  Ｉ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するために必

要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年度にお

ける具体的な額を決定する。 

 

４．毎事業年度の附属病院運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｄ（ｙ）＝｛Ｊ（ｙ）＋ Ｋ（ｙ）｝－ Ｌ（ｙ） 

 （１）Ｊ（ｙ）＝ Ｊ（ｙ－１）± Ｖ（ｙ） 

 （２）Ｋ（ｙ）＝ Ｋ（ｙ） 

 （３）Ｌ（ｙ）＝ Ｌ（ｙ－１）± Ｗ（ｙ） 

------------------------------------------------------------------------------ 

  Ｊ（ｙ）：一般診療経費（⑦）を対象。 

  Ｋ（ｙ）：債務償還経費（⑧）を対象。 

  Ｌ（ｙ）：附属病院収入（⑨）を対象。 

    Ｖ（ｙ）：一般診療経費調整額。 

            直近の決算結果等を当該年度の一般診療経費の額に反映させるための調整額。各事業年

度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定する。 

    Ｗ（ｙ）：附属病院収入調整額。 

直近の決算結果等を当該年度の附属病院収入の額に反映させるための調整額。各事業年

度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定する。 

 【諸係数】 

α（アルファ）：大学改革促進係数。 

第２期中期目標期間中に各国立大学法人における組織改編や既存事業の見直し等を

通じた大学改革を促進するための係数。 
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現時点では確定していないため、便宜上平成 22 年度予算編成時と同様の考え方で△

1.8％とする。 

なお、平成 23 年度以降については、今後の予算編成過程において具体的な係数値を

決定する。 

β（ベータ）：教育研究政策係数。 

物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に応

じ運用するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定す

る。 

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算されたものであ

り、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において決定される。 

  なお、「特別運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」については、平成 23 年度以降は平成

22 年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想されるため、

具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。 

注）施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金及び長期借入金収入は、「施設・

設備に関する計画」に記載した額を計上している。 

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成 22 年度の受入見込額に

より試算した収入予定額を計上している。 

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。 

注）業務費及び施設整備費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試算した支出予定額を計

上している。 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行われ

る事業経費を計上している。 

注）長期借入金償還金については、変動要素が大きいため、平成 22 年度の償還見込額により試算し

た支出予定額を計上している。 

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、「政策課題等対応補正額」、

「教育研究組織調整額」、「施設面積調整額」、「一般診療経費調整額」及び「附属病院収入調整額」  

については、０として試算している。 

 

２．収支計画 

平成２２年度～平成２７年度 収支計画 

                            （単位：百万円） 

区      分 金      額  

 

費用の部 

 

 経常費用 

 

６７７，３２９ 

 

６７７，３２９ 
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  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究費等 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

 

収入の部 

 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返負債戻入 

 臨時利益 

純利益 

総利益 

 

６２８，０４０ 

９４，０４１ 

８０，４３２ 

１１８，０８０ 

１，３０２ 

２１３，９６３ 

１２０，２２２ 

１４，９１０ 

７，７６８ 

０ 

２６，６１１ 

０ 

 

 

６９４，０４５ 

 

６９４，０４５ 

２８４，３２５ 

６６，０６６ 

１０，４３９ 

２，４０４ 

１７５，７１９ 

１１８，０８０ 

１９，９７２ 

２３０ 

３，６１５ 

１３，１９５ 

０ 

１６，７１６ 

１６，７１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 

注）純利益及び総利益には、附属病院における借入金返済額（建物、診療機器等の整備のための借

入金）が、対応する固定資産の減価償却費よりも大きいため発生する会計上の観念的な利益を計

上している。 
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３．資金計画 

平成２２年度～平成２７年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区       分 金      額  

 

資金支出 

 

 業務活動により支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

 

資金収入 

 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学料検定料による収入 

  附属病院収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前中期目標期間よりの繰越金 

 

７１１，４２０ 

 

６３８，９５２ 

２６，３２５ 

３３，２３５ 

１２，９０８ 

 

 

７１１，４２０ 

 

６９１，２４４ 

２８９，２６１ 

８２，３６２ 

１７５，７１９ 

１１８，０８０ 

２１，５８５ 

４，２３７ 

５，８４９ 

５，８４９ 

０ 

１，４１９ 

１２，９０８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業

にかかる交付金を含む。 

 

 Ⅶ 短期借入金の限度額 

 １．短期借入金の限度額 

   １２５億円 

２．想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れ

ることが想定されるため。 
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 Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・ 和具臨海学舎の土地（三重県志摩市志摩町和具字座賀山４１９０番６ 20,385.93 ㎡）を譲

渡する。 

・ 山の家の土地（建物含む）（長野県北安曇郡白馬村大字神城字山の神２２２０３番６３ 

1,205.58 ㎡）を譲渡する。 

・ 豊中キャンパスの土地の一部（大阪府豊中市待兼山町１番４（一部）外 4,566.00 ㎡）を

譲渡する。 

・ 売布宿舎の土地（建物含む）（兵庫県宝塚市売布１丁目９０外 478.85 ㎡）を譲渡する。 

・ バイオ関連多目的研究施設の建物（大阪府吹田市古江台６丁目３１－２７外 7,009.31 ㎡）

を譲渡する。 

２．重要な財産を担保に供する計画 

本学病院における施設・設備の整備に必要となる経費の長期借り入れに伴い、本学の敷地及び

建物について、担保に供する。 

 

 Ⅸ 剰余金の使途 

 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

 Ⅹ その他 

 １．施設・設備に関する計画 

 

施設・設備の内容 

 

 

予定額（百万円） 

 

 

財源 

 

 

・（吹田）本館改修（微研） 

・（吹田）総合研究棟改修（工学系） 

・（豊中）総合研究棟改修（共通教育等） 

・（豊中）学生交流棟施設整備等事業 

（ＰＦＩ） 

・（吹田）研究棟改修（工学系） 

施設整備等事業（ＰＦＩ） 

・ＬＥＰＳ２ビームライン及び測定装置 

・（医病）基幹・環境整備 

（防災設備等改修） 

・集中治療支援システム 

・眼科手術支援システム 

総額 

７，２６８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金         

（５，１１７） 

 

船舶建造費補助金         

（       ０） 

 

長期借入金                 

（ １，４１９） 

 

国立大学財務・経営センター

施設費交付金 （  ７３２）         
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・小規模改修  

（注１）施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の

実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加さ

れることもある。 

（注２）小規模改修について平成２２年度以降は平成２１年度と同額として試算している。 

       なお、各事業年度の施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借

入金については、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、

各事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 

２．人事に関する計画 

教職員について、柔軟な人事制度等を活用して、公正かつ適正な処遇を行うとともに、各種研

修等を活用することにより、優れた人材の育成を図る。 

さらに、男女共同参画や障害者雇用など社会が求める雇用の環境改善に努め、多様な人材を確

保する。 

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み ３１２，９２５百万円を支出する。 

（退職手当を除く。） 

 

３ 中期目標期間を超える債務負担 

（ＰＦＩ事業） 

学生交流棟施設整備等事業 

・事業総額：1,356 百万円  

・事業期間：平成１５～２９年度（１５年間） 

（単位：百万円） 

 年度 

 

財源 

 

Ｈ22 

 

 

Ｈ23 

 

 

Ｈ24 

 

 

Ｈ25 

 

 

Ｈ26 

 

 

Ｈ27 

 

中 期 目

標 期 間

小計 

次 期 以

降 事 業 

費 

 

総事業費 

 

施 設 整

備 費 補

助金 

 

54 

 

 

56 

 

 

58 

 

 

60 

 

 

63 

 

 

65 

 

 

357 

 

 

137 

 

 

494 

 

運 営 費

交付金 

 

50 

 

 

48 

 

 

46 

 

 

44 

 

 

42 

 

 

40 

 

 

269 

 

 

72 

 

 

342 

 

 

研究棟改修（工学系）施設整備等事業 

・事業総額：5,966 百万円 

・事業期間：平成１７～３０年度（１４年間） 

（単位：百万円） 
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年度 

 

財源 

 

Ｈ22 

 

 

Ｈ23 

 

 

Ｈ24 

 

 

Ｈ25 

 

 

Ｈ26 

 

 

Ｈ27 

 

中期目標 

 

期間小計 

次期以降 

 

事 業 費 

 

総事業費 

 

施 設 整

備 費 補

助金 

 

360 

 

 

360 

 

360 

 

 

360 

 

 

360 

 

 

360 

 

 

2,163 

 

 

1,081 

 

 

3,244 

 

運 営 費

交付金 

 

161 

 

 

156 

 

 

148 

 

 

143 

 

 

138 

 

 

135 

 

 

881 

 

 

369 

 

 

1,250 

 

(注) ただし、金額は PFI 事業契約に基づき計算されたものであるが、PFI 事業の進展、実施状況

及び経済情勢・経済環境の変化等により所要額が変更されることも想定されるため、具体的な額

については、各事業年度の予算編成過程において決定される。 

 

（長期借入金 ） 

（単位：百万円） 

年度 

 

財源 

 

Ｈ22 

 

 

Ｈ23 

 

 

Ｈ24 

 

 

Ｈ25 

 

 

Ｈ26 

 

 

Ｈ27 

 

中期目

標期間

小計 

次期以降

償還 額 

総 債 務 

償 還 額 

長期借 

入金償 

還金 

4,251 4,468 4,488 4,360 4,035 3,457 25,059 9,281 34,340 

(注) 金額については、見込みであり、業務の実施状況等により変更されることもある。   

   

４ 積立金の使途 

   前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。 

    ①光エコライフ技術開発拠点となるフォトニクス研究センター棟建設費の一部 

②教育、研究、診療に係る業務及びその附帯業務 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 

別表１（学部、研究科） 

（学部） （研究科） 

文学部 

人間科学部 

外国語学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

歯学部 

薬学部 

工学部 

基礎工学部 

文学研究科 

人間科学研究科 

法学研究科 

経済学研究科 

理学研究科 

医学系研究科 

歯学研究科 

薬学研究科 

工学研究科 

基礎工学研究科 

言語文化研究科 

国際公共政策研究科 

情報科学研究科 

生命機能研究科 

高等司法研究科 

大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千葉大学・福井大学

連合小児発達学研究科 

 

別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点） 

（共同利用・共同研究拠点） （教育関係共同利用拠点） 

微生物病研究所 

産業科学研究所 

蛋白質研究所 

社会経済研究所 

接合科学研究所 

核物理研究センター 

サイバーメディアセンター 

レーザーエネルギー学研究センタ

ー 

日本語・日本文化教育研修共同利

用拠点（大阪大学日本語日本文化

教育センター） 

 

 

 

別表（収容定員）                            

平 学 文学部   ６６０人 

成 部 人間科学部   ５４０人 

22  外国語学部 ２，６３５人 

年  法学部   ９４０人 

度  経済学部   ９００人 

  理学部   ９９０人 

  医学部 １，２８５人 

     （うち医師養成に係る分野６０５人） 

  歯学部     ３８０人 

     （うち歯科医師養成に係る分野３８０人） 

  薬学部     ３４５人 

  工学部 ３，２８０人 

  基礎工学部 １，７２５人 

 研 文学研究科   ３１１人 

 究     うち修士課程     ３８人 

 科       博士課程（前期）１５０人 

        博士課程（後期）１２３人 

  人間科学研究科    ３０４人 

        うち博士課程（前期）１７８人 

          博士課程（後期）１２６人 

  法学研究科     １０６人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ３６人 

  経済学研究科     ２４１人 

        うち博士課程（前期）１６６人 

          博士課程（後期） ７５人 

  理学研究科     ９１０人 

        うち博士課程（前期）５３２人 

          博士課程（後期）３７８人 

  医学系研究科     ８８９人 

         うち修士課程     ４０人 

             博士課程（前期） ９２人 

             博士課程（後期） ６９人 



 19

             博士課程    ６８８人 

  歯学研究科     ２２０人 

       （うち博士課程    ２２０人） 

  薬学研究科   ２２６人 

        うち修士課程     ６０人 

   博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ９６人 

  工学研究科 １，８８４人 

        うち博士課程（前期）１，３３２人 

          博士課程（後期）  ５５２人 

  基礎工学研究科     ６８２人 

        うち博士課程（前期）４７２人 

          博士課程（後期）２１０人 

  言語文化研究科     ２１８人 

        うち博士課程（前期）１３４人 

          博士課程（後期） ８４人 

  国際公共政策研究科     １３３人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ６３人 

  情報科学研究科     ３７１人 

        うち博士課程（前期）２４２人 

          博士課程（後期）１２９人 

  生命機能研究科     ２７５人 

       （うち博士課程    ２７５人） 

  高等司法研究科     ２８０人 

       （うち法科大学院の課程  ２８０人） 

  大阪大学・金沢大学・浜松医科大学      ２０人 

  連合小児発達学研究科     （うち博士課程（後期）  ２０人） 

平 学 文学部   ６６０人 

成 部 人間科学部   ５４７人 

23  外国語学部 ２，３４０人 

年  法学部 １，０２０人 

度  経済学部   ９００人 

  理学部 １，０２０人 

  医学部 １，２９５人 

     （うち医師養成に係る分野６１５人） 

  歯学部     ３６８人 
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     （うち歯科医師養成に係る分野３６８人） 

  薬学部     ３７０人 

  工学部 ３，２８０人 

  基礎工学部 １，７４０人 

 研 文学研究科   ３１１人 

 究     うち修士課程     ３８人 

 科       博士課程（前期）１５０人 

        博士課程（後期）１２３人 

  人間科学研究科    ３０４人 

        うち博士課程（前期）１７８人 

          博士課程（後期）１２６人 

  法学研究科     １０６人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ３６人 

  経済学研究科     ２４１人 

        うち博士課程（前期）１６６人 

          博士課程（後期） ７５人 

  理学研究科     ９１０人 

        うち博士課程（前期）５３２人 

          博士課程（後期）３７８人 

  医学系研究科     ９０８人 

         うち修士課程     ４０人 

             博士課程（前期）１１１人 

             博士課程（後期） ６９人 

             博士課程    ６８８人 

  歯学研究科     ２２０人 

       （うち博士課程    ２２０人） 

  薬学研究科   ２１６人 

        うち修士課程    １２０人 

          博士課程（後期） ９６人 

  工学研究科 ２，１３２人 

        うち博士課程（前期）１，５８０人 

          博士課程（後期）  ５５２人 

  基礎工学研究科     ７４４人 

        うち博士課程（前期）５３４人 

          博士課程（後期）２１０人 

  言語文化研究科     ２１８人 
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        うち博士課程（前期）１３４人 

          博士課程（後期） ８４人 

  国際公共政策研究科     １３３人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ６３人 

  情報科学研究科     ３７３人 

        うち博士課程（前期）２４４人 

          博士課程（後期）１２９人 

  生命機能研究科     ２７５人 

       （うち博士課程    ２７５人） 

  高等司法研究科     ２６０人 

       （うち法科大学院の課程  ２６０人） 

  大阪大学・金沢大学・浜松医科大学      ３０人 

  連合小児発達学研究科     （うち博士課程（後期）  ３０人） 

平 学 文学部   ６６０人 

成 部 人間科学部   ５５４人 

24  外国語学部 ２，３４０人 

年  法学部 １，０２０人 

度  経済学部   ９００人 

  理学部 １，０２０人 

  医学部 １，３０５人 

     （うち医師養成に係る分野６２５人） 

  歯学部     ３５６人 

     （うち歯科医師養成に係る分野３５６人） 

  薬学部     ３７０人 

  工学部 ３，２８０人 

  基礎工学部 １，７４０人 

 研 文学研究科   ３１１人 

 究     うち修士課程     ３８人 

 科       博士課程（前期）１５０人 

        博士課程（後期）１２３人 

  人間科学研究科    ３０４人 

        うち博士課程（前期）１７８人 

          博士課程（後期）１２６人 

  法学研究科     １０６人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ３６人 
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  経済学研究科     ２４１人 

        うち博士課程（前期）１６６人 

          博士課程（後期） ７５人 

  理学研究科     ９１０人 

        うち博士課程（前期）５３２人 

          博士課程（後期）３７８人 

  医学系研究科     ９２７人 

         うち修士課程     ４０人 

             博士課程（前期）１３０人 

             博士課程（後期） ６９人 

             博士課程    ６８８人 

  歯学研究科     ２２０人 

       （うち博士課程    ２２０人） 

  薬学研究科   ２２９人 

        うち博士課程（前期）１３５人 

          博士課程（後期） ８４人 

        博士課程     １０人 

  工学研究科 ２，１３２人 

        うち博士課程（前期）１，５８０人 

          博士課程（後期）  ５５２人 

  基礎工学研究科     ７４４人 

        うち博士課程（前期）５３４人 

          博士課程（後期）２１０人 

  言語文化研究科     ２１８人 

        うち博士課程（前期）１３４人 

          博士課程（後期） ８４人 

  国際公共政策研究科     １３３人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ６３人 

  情報科学研究科     ３７５人 

        うち博士課程（前期）２４６人 

          博士課程（後期）１２９人 

  生命機能研究科     ２７５人 

       （うち博士課程    ２７５人） 

  高等司法研究科     ２４０人 

       （うち法科大学院の課程  ２４０人） 

  大阪大学・金沢大学・浜松医科大学      ２０人 
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  連合小児発達学研究科     （うち博士課程（後期）  ２０人） 

  大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・      １５人 

  千葉大学・福井大学連合小児発達学     （うち博士課程（後期）  １５人） 

  研究科  

平 学 文学部   ６６０人 

成 部 人間科学部   ５６１人 

25  外国語学部 ２，３４０人 

年  法学部 １，０２０人 

度  経済学部   ９００人 

  理学部 １，０２０人 

  医学部 １，３１５人 

     （うち医師養成に係る分野６３５人） 

  歯学部     ３４４人 

     （うち歯科医師養成に係る分野３４４人） 

  薬学部     ３７０人 

  工学部 ３，２８０人 

  基礎工学部 １，７４０人 

 研 文学研究科   ３１１人 

 究     うち修士課程     ３８人 

 科       博士課程（前期）１５０人 

        博士課程（後期）１２３人 

  人間科学研究科    ３０４人 

        うち博士課程（前期）１７８人 

          博士課程（後期）１２６人 

  法学研究科     １０６人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ３６人 

  経済学研究科     ２４１人 

        うち博士課程（前期）１６６人 

          博士課程（後期） ７５人 

  理学研究科     ９１０人 

        うち博士課程（前期）５３２人 

          博士課程（後期）３７８人 

  医学系研究科     ９２７人 

         うち修士課程     ４０人 

             博士課程（前期）１３０人 

             博士課程（後期） ６９人 
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             博士課程    ６８８人 

  歯学研究科     ２２０人 

       （うち博士課程    ２２０人） 

  薬学研究科   ２４２人 

        うち博士課程（前期）１５０人 

          博士課程（後期） ７２人 

        博士課程     ２０人 

  工学研究科 ２，１３２人 

        うち博士課程（前期）１，５８０人 

          博士課程（後期）  ５５２人 

  基礎工学研究科     ７４４人 

        うち博士課程（前期）５３４人 

          博士課程（後期）２１０人 

  言語文化研究科     ２１８人 

        うち博士課程（前期）１３４人 

          博士課程（後期） ８４人 

  国際公共政策研究科     １３３人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ６３人 

  情報科学研究科     ３７５人 

        うち博士課程（前期）２４６人 

          博士課程（後期）１２９人 

  生命機能研究科     ２７５人 

       （うち博士課程    ２７５人） 

  高等司法研究科     ２４０人 

       （うち法科大学院の課程  ２４０人） 

  大阪大学・金沢大学・浜松医科大学      １０人 

  連合小児発達学研究科     （うち博士課程（後期）  １０人） 

  大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・      ３０人 

  千葉大学・福井大学連合小児発達学 （うち博士課程（後期）  ３０人） 

  研究科   

平 学 文学部   ６６０人 

成 部 人間科学部   ５６８人 

26  外国語学部 ２，３４０人 

年  法学部 １，０２０人 

度  経済学部   ９００人 

  理学部 １，０２０人 
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  医学部 １，３２５人 

     （うち医師養成に係る分野６４５人） 

  歯学部     ３３２人 

     （うち歯科医師養成に係る分野３３２人） 

  薬学部     ３７０人 

  工学部 ３，２８０人 

  基礎工学部 １，７４０人 

 研 文学研究科   ３１１人 

 究     うち修士課程     ３８人 

 科       博士課程（前期）１５０人 

        博士課程（後期）１２３人 

  人間科学研究科    ３０４人 

        うち博士課程（前期）１７８人 

          博士課程（後期）１２６人 

  法学研究科     １０６人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ３６人 

  経済学研究科     ２４１人 

        うち博士課程（前期）１６６人 

          博士課程（後期） ７５人 

  理学研究科     ９１０人 

        うち博士課程（前期）５３２人 

          博士課程（後期）３７８人 

  医学系研究科     ９２７人 

         うち修士課程     ４０人 

             博士課程（前期）１３０人 

             博士課程（後期） ６９人 

             博士課程    ６８８人 

  歯学研究科     ２２０人 

       （うち博士課程    ２２０人） 

  薬学研究科   ２４０人 

        うち博士課程（前期）１５０人 

          博士課程（後期） ６０人 

        博士課程     ３０人 

  工学研究科 ２，１３２人 

        うち博士課程（前期）１，５８０人 

          博士課程（後期）  ５５２人 
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  基礎工学研究科     ７４４人 

        うち博士課程（前期）５３４人 

          博士課程（後期）２１０人 

  言語文化研究科     ２１８人 

        うち博士課程（前期）１３４人 

          博士課程（後期） ８４人 

  国際公共政策研究科     １３３人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ６３人 

  情報科学研究科     ３７５人 

        うち博士課程（前期）２４６人 

          博士課程（後期）１２９人 

  生命機能研究科     ２７５人 

       （うち博士課程    ２７５人） 

  高等司法研究科     ２４０人 

       （うち法科大学院の課程  ２４０人） 

  大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・      ４５人 

  千葉大学・福井大学連合小児発達学 （うち博士課程（後期）  ４５人） 

  研究科   

平 学 文学部   ６６０人 

成 部 人間科学部   ５６８人 

27  外国語学部 ２，３４０人 

年  法学部 １，０２０人 

度  経済学部   ９００人 

  理学部 １，０２０人 

  医学部 １，３３０人 

     （うち医師養成に係る分野６５０人） 

  歯学部     ３２５人 

     （うち歯科医師養成に係る分野３２５人） 

  薬学部     ３７０人 

  工学部 ３，２８０人 

  基礎工学部 １，７４０人 

 研 文学研究科   ３１１人 

 究     うち修士課程     ３８人 

 科       博士課程（前期）１５０人 

        博士課程（後期）１２３人 

  人間科学研究科    ３０４人 
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        うち博士課程（前期）１７８人 

          博士課程（後期）１２６人 

  法学研究科     １０６人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ３６人 

  経済学研究科     ２４１人 

        うち博士課程（前期）１６６人 

          博士課程（後期） ７５人 

  理学研究科     ９１０人 

        うち博士課程（前期）５３２人 

          博士課程（後期）３７８人 

  医学系研究科     ９２７人 

         うち修士課程     ４０人 

             博士課程（前期）１３０人 

             博士課程（後期） ６９人 

             博士課程    ６８８人 

  歯学研究科     ２２０人 

       （うち博士課程    ２２０人） 

  薬学研究科   ２５０人 

        うち博士課程（前期）１５０人 

          博士課程（後期） ６０人 

        博士課程     ４０人 

  工学研究科 ２，１３２人 

        うち博士課程（前期）１，５８０人 

          博士課程（後期）  ５５２人 

  基礎工学研究科     ７４４人 

        うち博士課程（前期）５３４人 

          博士課程（後期）２１０人 

  言語文化研究科     ２１８人 

        うち博士課程（前期）１３４人 

          博士課程（後期） ８４人 

  国際公共政策研究科     １３３人 

        うち博士課程（前期） ７０人 

          博士課程（後期） ６３人 

  情報科学研究科     ３７５人 

        うち博士課程（前期）２４６人 

          博士課程（後期）１２９人 
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  生命機能研究科     ２７５人 

       （うち博士課程    ２７５人） 

  高等司法研究科     ２４０人 

       （うち法科大学院の課程  ２４０人） 

  大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・      ４５人 

  千葉大学・福井大学連合小児発達学    （うち博士課程（後期）  ４５人） 

  研究科    
 

 


